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序 章 計画の策定にあたって 
序－１ 計画の背景と目的 

本市では、平成 30 年 11 月末現在 614 戸の市営住宅を管理している。 

市営住宅ストックの約 37％が耐用年限を経過しており、老朽度が高い木造住宅や簡易耐火造住宅へ

の対応が急務であるとともに、耐火造住宅については、長期的に良好な状況での活用を可能とするた

めの改善や計画的な修繕が求められている。 

一方で、少子化による人口減少や高齢化が今後も進んでいくことが予想されるため、住まいのセーフ

ティネットとしての公営住宅の役割は依然として重要である。 

したがって、国の公営住宅等長寿命化計画策定指針に基づき、総合的かつ長期的な視野に立って、市

の実情に応じた市営住宅ストックの活用の検討を行い、改善、維持保全などの適切な手法の選択のも

とに、市営住宅ストックの長寿命化を目的として本計画を策定する。 

 

序－２ 計画の期間 

計画の期間は、2019（平成 31）年度から 2028 年度までの 10 年間とする。 

なお、事業の進捗状況や社会経済情勢の変化をふまえ必要に応じて適宜見直しを行うものとする。 

 

序－３ 計画の位置づけ 

本計画は「第５次岡谷市総合計画」「岡谷市都市計画マスタープラン」「岡谷市公共施設等総合管理

計画」及び「長野県住生活基本計画」「長野県県営住宅プラン 2016」などとの整合を図り、安全で快

適な市営住宅を長期的に確保するための長寿命化計画として位置づける。 

 

図 序-1．「岡谷市営住宅ストック総合活用計画」の位置づけ 
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第 1 章 公営住宅ストックの概要 

１－１ 人口・世帯等の動向 

１ 人口・世帯数の推移 

・本市の人口は戦後では昭和 55 年をピークに減少に転じて以降、減少に歯止めが効かない状況であ

る。平成 27 年は 50,128 人で、平成 22 年からの 5 年間では約 5.1％の減少率である。世帯数は

19,100 世帯で、人口・世帯数ともに減少している。 

・人口減少は、転出超過による社会減と出生数が死亡数を下回る自然減が要因であり、この傾向は今

後も継続すると想定される。 

・国立社会保障・人口問題研究所による地域別将来推計人口によると、計画年次に近い 2030 年の人

口は 40,677 人であり、平成 27（2015） 年の８割程度まで減少すると推計されている。 

 

図 1-1．人口世帯の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注）現在の岡谷市となる以前の値は旧村の値の合計。 

資料：平成 27 年までは国勢調査、2020 年以降は「日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年推計）」 

図 1-2．人口世帯の増減率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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２ 年齢別人口の推移 

・平成 27 年の 65 歳以上人口は 16,181 人であり、総人口に占める割合は 32.5％である。これは、同

年の 15 歳未満人口（12.6％）の約 2.5 倍であり、少子化・高齢化が進行していることが伺える。 

・年少人口率は減少が続いているが、平成 12 年以降は緩やかな減少となっている。それに対して高

齢者人口率は平成 7年以降、5年毎に 3％以上ずつ増加している。 

 

図 1-3．５歳階級別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

図 1-4．年齢３区分による人口の推移 
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資料：国勢調査 
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３ 世帯構成の推移 

・近年、核家族化や世帯の小規模化が進行し、平成 27 年の 1 世帯当たり人員は 2.62 人となっている。

これは、世帯の類型にもあらわれており、30 年間で「高齢単身世帯」は 4 倍、「高齢夫婦世帯」は

3 倍に増えた一方で、「夫婦、子どもと両親または片親」が一緒に暮らす 3 世代同居世帯は 6 割減

となっている。 

・「夫婦と子ども」の世帯のうち、18 歳未満の子どもを持つ“子育て”世帯は減少傾向にあったが、

平成 12 年以降は比較的安定している一方で、「片親と子ども」世帯が増加するなど世帯構成の多様

化が進行している。 

・人数が多い「団塊の世代」が 65 歳を過ぎ、人口の 3 人に 1 人は高齢者という状況となっているが、

昭和 60 年には 2 番目に多かった 3 世代同居世帯は減少し、高齢者のみの世帯が増加しており、世帯

分離が進んでいる。 

 

図 1-5．家族類型別世帯数の推移 

資料：国勢調査 
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１－２ 住宅事情 

１ 住宅の所有関係 

・ 平成 25 年における住宅数は 23,600 戸で総世帯数を上回り、数量的には充足している状況にある。

住宅数は、昭和 58 年から平成 15 年まで増加傾向にあったが、平成 15 年から 20 年にかけて約 3％

の減少となった。平成 20 年から 25 年では再び約 4％の増加に転じている。 

・ 居住世帯のある住宅のうち、持ち家が約 7割、借家が約 3割と持家志向が高い。構成比は平成 15 年

までは大きな変化はなかったが、持ち家率は、平成 20 年に 74.0％、平成 25 年に 77.7％と徐々に比

率が高まってきている。 

 

図 1-6．住宅数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査 

図 1-7．住宅所有の推移（対象は居住世帯のある住宅） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査 

12,210 12,010 12,940 13,130 13,680 13,610 
14,670 

1,170 1,190 
1,410 

990 

1,160 1,080 
770 2,800 3,530 

2,840 3,720 
3,540 3,310 

3,020 870 
900 880 

700 400 340 270 
1,400 

2,600 
2,840 2,660 4,140 4,390 4,710 

10 

10 
110 10 

450 50 
160 

1.08

1.15

1.16

1.14

1.22

1.24
1.25

1

1.05

1.1

1.15

1.2

1.25

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

昭和58年 昭和63年 平成5年 平成10年 平成15年 平成20年 平成25年

（⼾/世帯）（⼾）

持ち家 公的借家 ⺠営借家 給与住宅 居住世帯なし 所有関係不詳 1世帯当たりの住宅数

71.6%

68.1%

71.2%

70.8%

71.1%

74.0%

77.7%

6.9%

6.7%

7.8%

5.3%

6.0%

5.9%

4.1%

16.4%

20.0%

15.6%

20.1%

18.4%

18.0%

16.0%

5.1%

5.1%

4.8%

3.8%

2.1%

1.8%

1.4%

0.1%

0.1%

0.6%

0.1%

2.3%

0.3%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

昭和58年

昭和63年

平成5年

平成10年

平成15年

平成20年

平成25年

持ち家 公的借家 ⺠営借家 給与住宅 所有関係不詳



 

6 

 

２ 新設住宅戸数 

・新設住宅着工戸数は、年度により変動があるものの、相対的に漸減の傾向であったが、近年は下げ止

まり一定の水準を保っている。 

・利用関係別では、各年持家がおおむね 6～7 割、貸家が 2～3 割と、両者で大半を占めている。 

 

図 1-8．新設住宅着工戸数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：建築着工統計調査 

３ 居住水準 

・最低居住面積水準未満世帯は主世帯総数の 0.8％にあたる 150 世帯であり、このうち借家が 110 世

帯と大部分を占めている。特に、民営借家（非木造）や公的借家では高い割合となっている。 

・１住宅あたりの延べ床面積でも、持家の 142.5 ㎡に対して借家は 56.5 ㎡であり、両者の格差は約 2.5

倍となっている。 

図 1-9．居住水準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 25 年 住宅・土地統計調査 
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図 1-10．１住宅あたり延べ床面積         図 1-11．１住宅あたり居住室数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査 

 

 

表 1-1.＜参考＞居住面積水準      単位︓㎡           注︓全員成⼈の場合 

⼈ 最低居住面積水準 都市居住型誘導居住面積水準 一般型誘導居住面積水準 

1 25 40 55 

2 30 55 75 

3 40 75 100 

4 50 95 125 

5 60 115 150 

6 70 135 175 

一般型誘導居住面積水準＝25 ㎡×世帯⼈数＋25 ㎡（単身は、50＋5 ㎡⇒55 ㎡） 

都市居住型誘導居住水準＝20 ㎡×世帯⼈数＋15 ㎡（単身は、35＋5 ㎡⇒40 ㎡） 

最低居住水準＝10 ㎡×世帯⼈数＋10 ㎡（単身は、20＋5 ㎡⇒25 ㎡） 

※未就学児童（6 歳未満）は、0.5 ⼈カウント。 

資料：住生活基本計画（全国計画） 
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４ 世帯年収 

・世帯の年収は、民営借家の場合、平成 10 年で最も分布が多いのが 500～700 万円であったが、平

成 25 年は 200～300 万円が最も多く、高齢化の進展等に伴い相対的に年収が減少する傾向にあ

る。 

・平成 10 年、25 年とも持ち家世帯に比べて借家世帯では年収の少ない世帯の割合が多い傾向にあ

る。 

・平成 25 年では、民営借家は 200～300 万円未満の年収の世帯が最も多いのに対して、公営借家

は、世帯年収が 200 万円未満の世帯が最も多く、年収の低い世帯割合が高くなっている。 

 

図 1-12．世帯年収の分布（平成 25 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：平成 25 年住宅・土地統計調査 

図 1-13．世帯年収の分布（平成 10 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 10 年住宅・土地統計調査 
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５ 借家の家賃 

・借家の家賃は平成 10 年に比べて平成 25 年は高くなっている。借家家賃は、平成 10 年、25 年とも

に 4 万円以上 6 万円未満が全体の 3 割を占めるものの、平成 10 年には 1 万円未満のものが全体の

15.7％に対して、平成 20 年は全体の 4.0％に減少し、低廉な家賃の物件が激減している。 

 

図 1-14．借家家賃の分布（平成 25 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 25 年住宅・土地統計調査 

図 1-15．借家家賃の分布（平成 10 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 10 年住宅・土地統計調査 

６ 高齢者のための設備 

・手すりがある住宅が 52.1％と半数を超えているが、他の設備は 10～20％台にすぎない。高齢者等の

ための設備がない住宅が全体の約 4 割となっている。 

・住宅所有別の高齢者非対応は、持家が 27.5％であるのに対し、借家では 87.0％であり、借家の高齢

者対応が特に遅れている状況である。 

 

表 1-2．高齢者等のための設備状況                   

  手すりがある またぎやすい高さの
浴槽 

廊下などが⾞いすで
通⾏可能な幅 

段差のない屋内 道路から⽞関まで
⾞いすで通⾏可能 

高齢者等のための
設備はない 

総数 52.1% 26.0% 20.9% 20.9% 10.6% 40.0% 

持ち家 64.3% 33.4% 26.4% 26.3% 13.4% 27.5% 

借家 9.5% 2.8% 3.3% 3.5% 1.5% 87.0% 

資料：平成 25 年 住宅・土地統計調査 
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１－３ 市営住宅の概要 

１ 管理戸数及び立地状況 

平成 30 年 11 月末現在、16 団地 614 戸の市営住宅を管理しており、入居数は 469 戸である。空家は、

一般空家が 105 戸、政策空家が 40 戸である。政策空家を除いた総戸数 574 戸に対する一般空家 105 戸

の割合は約 18.3％となっている。立地については市街地の外延部などに立地するものが比較的多い。 

 

表 1-3．市営住宅の管理戸数と入居状況 

 
 

建設年度 管理⼾数 入居⼾数 
空家（合計） 

空家の内訳 

一般空家 政策空家 

⼾数 割合 ⼾数 割合 ⼾数 割合 

出の洞 S29 年度 4 3 1 25.0% 0 0.0%  1 25.0% 

橋詰 S28 年度 8 6 2 25.0% 0 0.0%  2 25.0% 

高尾 S35 年度 36 15 21 58.3% 0 0.0% 21 58.3% 

中村 S35〜38 年度 10 4 6 60.0% 0 0.0% 6 60.0% 

小萩 S38 年度 16 6 10 62.5% 0 0.0% 10 62.5% 

富⼠⾒ヶ丘 S39〜42 年度 54 47 7 13.0% 7 13.0% 0 0.0% 

上ノ原 S41 年度 102 55 47 46.1% 47 46.1% 0 0.0% 

学ヶ丘 S53 年度 35 30 5 14.3% 5 14.3%  0 0.0% 

堂前 S54 年度 18 14 4 22.2% 4 22.2%  0 0.0% 

中村Ａ S56 年度 24 19 5 20.8% 5 20.8%  0 0.0% 

高尾Ｔ S57 年度 24 17 7 29.2% 7 29.2%  0 0.0% 

小萩Ｋ S58〜61 年度 64 53 11 17.2% 11 17.2%  0 0.0% 

中村Ｃ S63〜H9 年度 42 35 7 16.7% 7 16.7%  0 0.0% 

田中線 H16 年度 16 16 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

加茂Ａ S46 年度 100 93 7 7.0% 7 7.0%  0 0.0% 

加茂Ｂ S48 年度 61 56 5 8.2% 5 8.2%  0 0.0% 

合計  614 469 145 23.6% 105 17.1% 40 6.5% 

図 1-16．市営住宅の立地状況 
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２ 建設年度 

・現在管理している市営住宅は、昭和 28 年以降に供給されたものである。 

・建設年代別では、昭和 30 年代、40 年代に供給されたものの割合が高く、昭和 40 年代以前に建設さ

れたものが全体の 6割以上を占めている。 

 

図 1-17．建設年度別管理戸数 

 

 

３ 構造 

・構造別では、中層耐火造が 223 戸で最も多く全体の約 36％、次いで高層耐火造が 161 戸で約

26％を占めている。中層耐火造、高層耐火造は全てが昭和 46 年以降に建設されている。 

・一方、木造、簡易耐火造平屋、簡易耐火造二階建はそれぞれ 1～２割弱あり、すべてが昭和 40

年代以前に建設されており、老朽化が進んでいる。 

 

表 1-4．建設年代別構造別管理戸数 

  木造 
簡易耐火

平屋 
簡易耐火
二階建 

中層耐火 高層耐火 計 

S45(1970)年以前 42 86 102     230 

S46(1971)年〜S55(1980)年       53 161 214 

S56(1981)年〜H2(1990)年       132   132 

H3(1991)年〜H12(2000)年       22   22 

H13(2001)年以降       16   16 

計 42 86 102 223 161 614 

構成比 6.8% 14.0% 16.6% 36.3% 26.2% 100.0% 
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４ 耐用年限 

・耐用年限は、木造が 30 年、準耐火造が 45 年であるが、いずれもすべてが既に耐用年限を経過して

いる。 

・耐火造は耐用年限 70 年であるが、高層は 1/2 を既に経過し、中層も昭和 50 年代までに建設された

ものが耐用年限の 1/2 を経過もしくは近づきつつある状況である。 

図 1-18．耐用年限経過年別戸数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 居住水準 

・住戸規模は、40 ㎡以上 50 ㎡未満が最も多く全体の 4 割以上を占めている。また、40 ㎡未満の小さ

な住戸が 2割強、逆に 60 ㎡以上の住戸も 3割強を占めている。 

・昭和 56 年以降に建設された住戸は大部分が 60 ㎡以上であり、昭和 55 年までに建設された住戸はす

べて 50 ㎡未満である。 

 

表 1-5．建設時期別規模 
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未満 
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上 

計 

S45(1970)年以前 16 112 102     230 

S46(1971)年〜S55(1980)年   7 154   53 214 

S56(1981)年〜H2(1990)年       8 124 132 

H3(1991)年〜H12(2000)年     4   18 22 

H13(2001)年以降       16   16 

計 16 119 260 24 195 614 

構成比 2.6% 19.4% 42.3% 3.9% 31.8% 100.0% 
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６ 居住世帯の状況 

注）入居者のデータは平成 30 年 3 月末現在 

①入居期間別世帯数 

・ 入居名義人の年齢は 50 歳代以下が約 1/3 で、約 2/3 が 60 歳代以上

となっている。 

・ 入居期間は平均で 21.4 年であり、平成 22 度の前計画策定時の 16.9

年よりも 4.5 年上昇している。 

・ 名義人の年代別の居住年数をみると、40 歳代以下では 20 年未満が

80％以上であるのに対して、60 歳代以上では 20 年以上が 50％を超

えている。 

・ さらに長期居住をみると、60 歳代以上では各年代とも 30 年間以上

の居住者が 30％を超え、年齢が高まるに従い入居期間が長い居住者

の割合が高くなる傾向にある。 

 

図 1-19．名義人年齢別の入居期間別世帯数割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②家族構成別世帯数 

・市営団地全体では単身世帯が半数を占め、二人世帯とあわせると全体の約 3/4 に達している。 

・団地別では、田中線、学ヶ丘、堂前、中村Ａ、小萩Ｋ、高尾Ｔ、中村Ｃの 7団地は多様な世帯人員の

世帯が入居しているが、これら以外の団地では入居者の約 2/3 以上が単身世帯となっている。 

・名義人の年齢が若いほど世帯人員は増える傾向にあり、60 歳代以上は単身世帯が 6割を超えている。 

  世帯数 構成比 

20 歳代 16 3.4% 

30 歳代 32 6.7% 

40 歳代 66 13.8% 

50 歳代 49 10.3% 

60 歳代 115 24.1% 

70 歳代 114 23.9% 

80 歳代 85 17.8% 

計 477 100.0% 

表 1-6．名義人年代別状況 
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図 1-20．世帯人員別世帯数割合（団地別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-21．名義人年齢別世帯数割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③収入超過者、高額所得者 

・公営住宅は「収入分位」と呼ばれる世帯収入水準が入居条件の一つとなっているが、入居世帯の約 8

割が最も低い水準の 1位となっており、その他の分位の構成比は 2％から 4％となっている。 

・ 公営住宅が本来入居対象とする収入の範囲は収入分位 4 位以下（本来階層）であり、この割合が約

9割、5位以上は約 1割となっている。 

 

表 1-7．収入分位の状況 

  1 位 2 位 3 位 4 位 5 位 6 位 7 位 8 位 合計 

構成比 78.8% 4.2% 3.6% 2.1% 2.5% 2.7% 3.1% 2.9% 100.0% 

注）「収入分位」とは、公営住宅法第 16 条第 1 項に基づき毎月の家賃を定める際の家賃算定基礎額の区分であり、収入分位 1 が世帯の収入月
額 10 万 4,000 円以下、収入分位 4 が同 13 万 9,000 円を超え 15 万 8,000 円以下とされている。 

6.3%

19.7%

36.7%

62.6%

71.1%

63.5%

50.3%

12.5%

18.8%

30.3%

24.5%

25.2%

21.9%

29.4%

24.9%

50.0%

25.0%

27.3%

20.4%

10.4%

5.3%

7.1%

14.3%

31.3%

15.6%

15.2%

12.2%

1.7%

1.8%

6.3%

6.3%

25.0%

1.5%

6.1%

2.7%

9.4%

6.1%

1.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20歳代
30歳代
40歳代
50歳代
60歳代
70歳代
80歳代

計

1⼈ 2⼈ 3⼈ 4⼈ 5⼈ 6⼈以上

66.7%

100.0%

63.6%

80.0%

83.3%

73.3%

60.7%

31.0%

13.3%

9.1%

18.2%

17.5%

35.5%

37.5%

67.7%

61.7%

50.3%

33.3%

18.2%

20.0%

16.7%

24.4%

26.8%

27.6%

40.0%

22.7%

18.2%

28.1%

19.4%

31.3%

23.7%

26.7%

24.9%

18.2%

2.2%

12.5%

24.1%

20.0%

27.3%

36.4%

24.6%

29.0%

12.5%

5.4%

10.0%

14.3%

6.9%

13.3%

31.8%

27.3%

15.8%

9.7%

12.5%

2.2%

6.3%

10.3%

13.3%

4.5%

8.8%

3.2%

6.3%

2.7%

4.5%

5.3%

3.2%

1.1%

1.7%

1.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

出の洞

橋詰

高尾

中村

小萩

富⼠⾒ヶ丘

上ノ原

学ヶ丘

堂前

中村Ａ

高尾Ｔ

小萩Ｋ

中村Ｃ

田中線

加茂Ａ

加茂Ｂ

総計

1⼈ 2⼈ 3⼈ 4⼈ 5⼈ 6⼈以上
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７ 異なる事業主体の公営住宅の概要 

岡谷市内に立地する県営住宅の概要は、次のとおりである。 

 

表 1-8．県営住宅の概要 

団地名 建設年度 構造 階数 住⼾タイプ ⼾数（⼾） 

学びが丘 S58 中耐 3 ３ＤＫＹ 12  

 S58 中耐 3 ３ＤＫＹ 6  

 S59 中耐 3 ３ＤＫＹ 12  

 S59 中耐 3 ３ＤＫＹ 6  

 S60 中耐 3 ３ＤＫＹ 27  

 S61 中耐 3 ３ＤＫＹ 27 90 

小井川 H11 中耐 4 １ＤＫＹ 4  

 H11〜20 中耐 4 ２ＤＫＹ 16  

 H11〜20 中耐 4 ３ＤＫＹ 26  

 H18 木造 3 １ＤＫＹ 3  

 H18 木造 3 ２ＤＫＹ 15  

 H18 木造 3 ３ＤＫＹ 6  

 H20 中耐 3 １ＬＤＫＹ 2  

 H20 中耐 3 ２ＬＤＫＹ 2 74 

富⼠⾒ヶ丘 S39 簡二 2 ３ＤＫＢ 6  

 S39 簡二 2 ３ＤＫＢ 24  

 S39 簡二 2 ３ＤＫＢ 18  

 S39 簡二 2 ３ＤＫＢ 12  

 S39 簡二 2 ５ＤＫＢ 3  

 S40 簡二 2 ３ＫＢ 10  

 S40 簡二 2 ３ＤＫＢ 12 85 

上の原 S41 中耐 4 ４ＤＫＹ 12  

 S41 簡二 2 ４ＤＫＢ 6  

 S41 簡二 2 ４ＤＫＢ 6  

 S42 中耐 4 ４ＤＫＹ 12  

 S42 簡二 2 ４ＤＫＢ 6  

 S42 簡二 2 ４ＤＫＢ 3  

 S42 簡二 2 ４ＤＫＢ 3  

 S43 中耐 4 ４ＤＫＹ 12  

 S43 簡二 2 ４ＤＫＢ 3  

 S43 簡二 2 ４ＤＫＢ 6  

 S44 簡二 2 ４ＤＫＢ 9 78 

中尾 S46 簡二 2 ２ＤＫＢ 30  

 S46 中耐 5 ３ＤＫＢ 29  

 S46 中耐 5 ３ＤＫＢ 23  

 S46 中耐 3 ４ＤＫＹ 10  

 S47 簡二 2 ２ＤＫＢ 7 99 

加茂 S48 高層 9 ２ＤＫＹ 8  

 S48 高層 9 ２ＤＫＹ 6  

 S48 高層 9 ３ＫＢ 122 136 

合計    6 団地 562 ⼾ 

資料：長野県ＨＰ 
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８ 改善履歴 

平成 23 年度以降の市営住宅にかかる修繕等の工事履歴を整理すると以下のようになる。 

 

表 1-9．平成 23 年度以降の修繕履歴（修繕履歴の数字は実施年度） 

団地名 
⼾数 

（⼾） 
構造 

修繕履歴  

屋根外壁
防水改修 

浴室手す
り設置 

入⼝風防
扉設置 

非 難 ハ ッ
チ改修 

ガス管改
修 

水道ﾒｰﾀｰ
取替え 

雨水浸透
ます設置 

駐⾞場
整備 

出の洞 4 木造         

橋詰 8 簡平         

高尾 36 
木造 

簡平 
        

中村 12 木造         

小萩 16 簡平         

富⼠⾒ヶ丘 54 簡平        24 

上ノ原 102 簡二     24〜25    

学ヶ丘 35 中耐      24   

堂前 18 中耐      24 24  

中村Ａ 24 中耐    23〜24 29 26   

高尾Ｔ 24 中耐      27   

小萩Ｋ 64 中耐 25〜27 25〜27    29 26  

中村Ｃ 42 中耐      26   

田中線 16 中耐      24 25  

加茂Ａ 100 高層 23  24  23 28 23  

加茂Ｂ 61 高層 23    23 28 23  
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第２章  地域における市営住宅の需要と役割 

 

２－１ 市営住宅の需要予測 

１ 応募の状況 

平成 25 年度以降の市営住宅の募集・応募状況では、平成 26 年度までは応募倍率が 0.5 倍台を示して

いたが、27 年度以降は 0.3 倍である。 

団地別の 5年間平均倍率は、「田中線」が突出して高く、「加茂Ａ」「加茂Ｂ」が他の団地に比べて高

い状況となっている。 

 

表 2-1．市営住宅の募集・応募の状況 

年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 5 年間平均 

募集⼾数 68 80 74 85 55 72.4 

応募者数 33 36 23 23 18 26.6 

倍率 0.5 0.5 0.3 0.3 0.3 0.4 

 

表 2-2．団地別の市営住宅の募集・応募の状況 

募集応募 

状況 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 5 年間平均 

募集
⼾数 

応募
者数 

倍率 
募集
⼾数 

応募
者数 

倍率 
募集
⼾数 

応募
者数 

倍率 
募集
⼾数 

応募
者数 

倍率 
募集
⼾数 

応募
者数 

倍率 

募集
⼾数
累計 

応募
者数
累計 

平均
倍率 

出の洞 募集停止 

橋詰 募集停止 

高尾 募集停止 

中村 募集停止 

小萩 募集停止 

富⼠⾒ヶ丘 6 0 0.0  7 0 0.0  5 1 0.2  7 1 0.1  6 5 0.8  31 7 0.2 

上ノ原 30 1 0.0  35 0 0.0 30 0 0.0 34 0 0.0 10 1 0.1  139 2 0.0 

学ヶ丘 3 3 1.0 3 3 1.0 3 2 0.7 5 0 0.0 6 1 0.2  20 9 0.5 

堂前 － － － － － － － － － － － － 1 0 0.0  1 0 0.0 

中村Ａ 2 2 1.0 2 2 1.0 3 1 0.3 2 1 0.5 2 0 0.0  11 6 0.5 

高尾Ｔ 4 0 0.0 8 0 0.0 10 0 0.0 12 0 0.0 13 1 0.1  47 1 0.0 

小萩Ｋ 6 5 0.8 8 7 0.9 10 7 0.7 8 8 1.0 3 1 0.3  35 28 0.8 

中村Ｃ 7 3 0.4 7 2 0.3 8 0 0.0 12 4 0.3 9 0 0.0  43 9 0.2 

田中線 2 9 4.5 1 8 8.0 － － － 1 3 3.0 1 5 5.0  5 25 5.0 

加茂Ａ 4 3 0.8 6 11 1.8 4 10 2.5 1 1 1.0 3 3 1.0  18 28 1.6 

加茂Ｂ 4 7 1.8 3 3 1.0 1 2 2.0 3 5 1.7 1 1 1.0  12 18 1.5 

総計 68 33 0.5 80 36 0.5 74 23 0.3 85 23 0.3 55 18 0.3  362 133 0.4 
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２ 住宅需要の推計 

①借家世帯の動向 

・住宅所有関係別世帯数の動向をみると、持ち家

に居住する世帯数は平成 22 年まで増加が続い

ていたが、平成 27 年には減少に転じた。 

・借家に居住する世帯数は、平成 12 年以降は減

少する傾向が続き、平成 7 年と比較すると約

1,000 戸が減少している。 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

②推計の方法 

国が作成した「ストック推計プログラム」に、『国勢調査』や『住宅・土地統計調査』、『家計調査』、

『日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）』等の統計データの数値を入力し、以下のフローに基づ

き推計する。 

 

図 2-2．公営住宅推計フロー 

【ステップ０】【ステップ０】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1．所有関係別世帯数の動向 
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16,000

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

(⼾)

持ち家 借家

【ステップ０】市の世帯主の年齢別の将来世帯数の推計（世帯主年齢５歳階級別世帯類型別） 

【ステップ２】公営住宅収入基準を満たす世帯のうち「公営住宅の施策対象世帯数」の推計 
１）基準年収以下の世帯の割合の推計 
２）本来階層の世帯数の推計 
３）裁量階層の世帯数の推計 

【ステップ３】公営住宅の施策対象世帯のうち「著しい困窮年収未満の世帯数」の推計 
１）最低居住面積水準の⺠間賃貸住宅の家賃水準の推計 
２）適正な家賃負担率の範囲で最低居住面積水準の⺠間賃貸住宅の入居に必要な年収の推計 
３）必要年収未満の世帯数の推計【借家の世帯⼈員・収入分位別】 

【ステップ 1】借家世帯の収入分位・世帯⼈員別の将来世帯数の推計 
１）住宅所有関係・世帯⼈員・年間収入階級別世帯数の推計 
２）借家世帯の世帯⼈員・収入分位五分位階級別世帯数の推計 
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３ 公営住宅の必要戸数の推計 

①市の世帯主の年齢別の将来世帯数の推計 

・計画期間の 2028 年の前後の推計値を見ると、2025 年は 17,478 世帯、2030 年は 16,438 世帯であ

る。2015(平成 27)年から約 1,600～2,600 世帯が減少する。2040 年には 14,261 世帯とさらに減少が

進む。 

・世帯主 65 歳以上の世帯は、2030 年には 7,629 世帯と 2015～2020 年のピークを過ぎてやや減少す

るものの構成比は上昇する。さらに、85 歳以上の世帯主が 2030 年に 1,909 世帯に達し、これ以降

はピークの時期を迎える。 

・世帯主 40 歳未満の世帯は子育て世代が多く含まれ、新たな住宅需要が旺盛な世代でもある。2015

年の 2,933 世帯から 2030 年には 2,112 世帯と約 3 割減少する。2040 年には約 4 割減少の 1,752 世

帯まで減少する。 

 

図 2-3．岡谷市の世帯数の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-3．年齢(５歳)階級別世帯主の年齢推計 

世帯主の
年齢 

2010 年 2015 年 2020 年 2025 年 2030 年 2035 年 2040 年 

総数 19,473  19,046  18,362  17,478  16,438  15,299  14,261  

20 歳未満 

3,684 

27 

2,933 

20 

2,428 

14  

2,198 

10 

2,112 

7 

1,982 

4 

1,752 

2 

20〜24 歳 369 347 376  350 327 256 234 

25〜29 歳 692 555 519  540 494 449 344 

30〜34 歳 1,077 784 618  570 588 527 476 

35〜39 歳 1,519 1,227 901  728 696 746 696 

40〜44 歳 

8,127 

1,495 

7,651 

1,605 

7,497 

1,273  

7,291 

931 

6,697 

753 

5,878 

724 

4,944 

788 

45〜49 歳 1,401 1,584 1,710  1,352 984 794 781 

50〜54 歳 1,360 1,503 1,703  1,854 1,479 1,079 889 

55〜59 歳 1,607 1,319 1,466  1,658 1,794 1,447 1,058 

60〜64 歳 2,264 1,640 1,345  1,496 1,687 1,834 1,428 

65〜69 歳 

7,662 

2,142 

8,462 

2,183 

8,437 

1,578  

7,989 

1,281 

7,629 

1,404 

7,439 

1,570 

7,565 

1,691 

70〜74 歳 1,933 2,075 2,096  1,523 1,242 1,376 1,535 

75〜79 歳 1,578 1,732 1,853  1,881 1,371 1,118 1,247 

80〜84 歳 1,208 1,345 1,503  1,636 1,703 1,255 1,080 

85 歳以上 801 1,127 1,407  1,668 1,909 2,120 2,012 

40 歳未満 3,684 2,933 2,428 2,198 2,112 1,982 1,752 

65 歳以上 7,662 8,462 8,437 7,989 7,629 7,439 7,565 

19,473
19,046

18,362

17,478

16,438

15,299

14,261

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

(世帯数)
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②公営住宅の施策対象世帯のうち「著しい困窮年収未満の世帯数」の推計 

計画期間の 2028 年の前後の推計値を見ると、公営住宅の施策対象世帯のうち「著しい困窮年収未満の

世帯数」は、2025 年で 854 世帯、2030 年で 771 世帯と推計される。2040 年は 626 世帯である。 

 

図 2-4．公営住宅の施策対象世帯のうち「著しい困窮年収未満の世帯」の世帯人員別の将来世帯数の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-4．公営住宅の施策対象世帯のうち「著しい困窮年収未満の世帯」の世帯人員別の将来世帯数の推計 

  
2015 年 2020 年 2025 年 2030 年 2035 年 2040 年 

1 ⼈（60 歳以上高齢者） 243 220 200 184 174 158 

2 ⼈ 352 336 312 284 255 229 

3 ⼈ 196 189 176 161 145 130 

4 ⼈ 119 97 79 65 55 46 

5 ⼈ 58 56 52 45 42 38 

6 ⼈以上 41 39 35 32 29 25 

合計 1,009 937 854 771 700 626 
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45 
42 
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③公営住宅の必要戸数の検討 

「著しい困窮年収未満の世帯数」は、目標年次の 2028 年には、以下の式によって 2025 年世帯数と

2030 年世帯数を按分し、804 世帯と推計される。 

 

目標年次 2028 年世帯数＝2025 年世帯数＋（2030 年世帯数－2025 年世帯数）×3年/5 年 

 

表 2-5．目標年次における「著しい困窮年収未満の世帯数」の推計 

年 
2015 年 2020 年 2025 年 2028 年 2030 年 2035 年 2040 年 

推計結果（世帯数） 1,009 937 854 804 771 700 626 

 

 現在の市内の県営住宅とあわせた公営住宅の管理戸数は 1,176 戸であり、量的には既に充足している状況

にある。 

 これに対応した市営住宅の必要戸数は、以下より 2028 年では 364 戸とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公営住宅の施策対象世帯のうち「著しい困窮年収未満の世帯数」 

2028 年 804 ⼾ 

⻑野県県営住宅プラン 2016（目標年次 2025 年）の岡谷市内の県営住宅供給目標⼾数 

2025 年 473 ⼾ 

市営住宅の必要⼾数 

2028 年 364 ⼾ 

 ① 331 ⼾＝市内必要⼾数 804 ⼾－県営住宅供給目標 473 ⼾ 

円滑な入退去や災害対応等に備えて 1 割程度の⼾数を確保する。 

 ② 364 ⼾＝①×1.1 
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２－２ 公営住宅に関する課題の整理 

●将来の人口・世帯動向を踏まえた住宅供給 

・本市の人口は減少し、世帯数も漸減していくと予想され、公営住宅需要も徐々に減っていくも

のと予想される。 

・戸数は漸減傾向を示すものの、小規模世帯の増加が予想され、それら世帯への対応が必要とな

ると考えられる。 

 

●高齢者世帯の安定した住生活の確保 

・民営借家では高齢者の入居に対して抵抗がある。平成 27 年国勢調査では借家（公営住宅等を含

む）に住む高齢者単身世帯数は 540 世帯となっているが、今後も高齢者の世帯が増加すること

が予想されるため、公営住宅等を含めた住宅セーフティネットの充実を図り、高齢者世帯の安

定した住生活の確保が望まれる。 

 

●子育て世帯への支援 

・子育て世帯の支援として低廉な家賃の住宅の供給の検討が求められる。 

・民営借家との競合を避けるためにも、民営借家での対応が不十分と考えられる子育て世帯と高

齢者世帯の入居に重点を置いた対応により、民営借家との棲み分けが必要と考えられる。 

 

●老朽化への対応 

・市営住宅ストックの木造住宅、簡易耐火平屋建て住戸は既に耐用年限を経過しており、住戸面

積の水準や設備の老朽化・陳腐化などの観点もふまえると用途廃止や更新等の改善が望まれる。 

 

●型別供給の推進 

・市営住宅の大半が団地単位あるいは住棟単位で、家族の人数や構成に応じた居室構成、面積規

模の住戸を設ける型別供給が図られておらず、子育て世代から高齢者まで多様な世代が暮らし、

コミュニティの活性化を期待できる型別供給に向けた対応が望まれる。 

 

●改善による既存ストックの活用 

・耐用年限を経過していない既存の耐火構造住宅は、居住ニーズに対応するための居住水準等の

質的向上を図りながら、長期活用していく事が求められる。 

 

●ミスマッチの解消 

・中層耐火構造の住棟にはエレベーターがなく、上層階に居住する高齢者にとっては移動に大き

な負担となることが考えられる。一方で若者世帯が低層階に居住する場合もあり、居住者の状

態に応じた住み替えの推進が望まれる。 
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第３章 長寿命化に関する基本方針 
 

３－１ 長寿命化に関する基本方針 

本計画は、公営住宅ストックの状況を把握し、安全で快適な住まいを長期間にわたって確保するた

め､住戸住棟の整備状況、経過年数、経年劣化の状況等に応じた修繕や改善などの公営住宅の活用手法

を定め、長期的な維持管理を進めるとともに、予防保全的な観点から修繕や改善の計画を定め、長寿命

化による更新コストの削減を目指す。 
 

１ 維持管理の方針 

管理する市営住宅の整備・管理データを住棟単位で整備し、市営住宅の定期点検を実施するととも

に、予防保全的管理を実施します。また、市営住宅の住棟単位の修繕履歴データを整備し、随時、履歴

を確認できる体制を整備する。 
 

２ 長寿命化及びライフサイクルコストの縮減に関する方針 

○予防保全的な修繕及び改善 

入居者のクレームなど対症療法型の維持管理から、予防保全的な修繕及び耐久性の向上などを図る

改善を計画的に実施することにより、市営住宅の長寿命化を図る。 

○耐久性の向上による修繕周期の延長 

屋上防水、外壁塗装、浴室の防水などの仕様のアップグレードによる耐久性の向上を図り、修繕周期

の延長などによってライフサイクルコストの縮減を図る。 

○定期点検の充実 

標準的な修繕周期に従って住棟単位ごとの定期点検を充実し、建物の老朽化や劣化による事故等を

未然に防ぐとともに、修繕工事の効率的な実施を図る。 
 

３ ストック活用の基本方針 

○計画的な用途廃止 

本市の市営住宅には耐用年限を経過している木造と簡易耐火平屋建ての住宅があり、入居者も高齢

化が進展し、入居世帯の特性に住戸の整備水準が合わない状況にある。また、これらの住宅は、水廻り

などの設備面等で現在の生活様式にマッチし難いものとなっている。 

そのため、入居者の特性や現在の生活様式にマッチした住宅への住み替え等を行うと共に、用途廃

止等の検討を行う。 

 

○入居者特性に対応した計画的な改善 

耐火構造の住宅については、建物の耐久性向上を図るとともに、入居者の高齢化等に対応した改善

を推進し、入居者の特性に対応した住宅への改修を推進する。 
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第４章 長寿命化計画の対象と事業手法 

４－１ 対象 

平成 30 年 11 月末に市で管理する市営住宅 16 団地、614 戸を対象とする。 

 

４－２ 団地別・住棟別状況の把握 

１ 基礎的項目 

①団地単位：所在地、敷地面積、法規制、戸数 等 

②住棟単位：建設年度、構造、階数、戸数 等 

 

２ 事業手法の選定に関係する項目 

表 4-1. 事業手法の選定に関係する項目 

 項目 指標 

団
地
単
位 

需要 応募倍率、空室率 等 
効率性 高度利⽤の可能性（⽤途地域、指定容積率 等）、団地の敷地規模及び形状 等 
⽴地 利便性（公共交通機関からの距離、公益施設・生活利便施設・教育施設等の距離 

等）、地域バランス、災害危険区域等の内外 等 

住
棟
単
位 

躯体の安全性 耐震性（建設時期による新耐震基準への適否、耐震診断による耐震性の有無、耐震
改修の実施可否） 等 

避難の安全性 二方向避難の確保状況と、確保されていない場合の改善可能性 等 
居住性 住⼾面積、省エネルギー性、バリアフリー性、住⼾内の設備の状況（浴室の設置状況

等） 等 

 

３ 維持管理の計画に関係する項目 

表 4-2. 維持管理の計画に関係する項目 

 分類 項目 

団
地
単
位 

共同施設 集会所（施設数 等）、駐⾞場（収容台数 等）等 
供給処理 給水方式、排水方式、ガス供給方式、テレビ受信方式 等 
修繕等の履歴 改善年度、点検年度 等 

住
棟
単
位 

仕様・劣化状況等 住宅形式、屋根、外壁 等 
修繕等の履歴 改善内容、改善年度 等 
その他 その他維持管理に必要な情報 
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４－３ 事業手法の選定 

ストック活用のための事業手法は、「建替」「全面的改善」「個別改善」「維持管理」及び「用途廃止」

とする。 

 

表 4-3. ストック活用のための事業手法 

手 法 内         容 

建 替 ・公営住宅を除去し、その⼟地の全部⼜は一部の区域に新たに公営住宅を 建設するもの(な
お、⽤途廃止を⾏い、他の団地への統合⼜は他の利便性の高い場所に新規建設するいわゆる
非現地建替えを含む。) 

・標準管理期間 

 木造・簡易耐火造平屋︓30 年、簡易耐火造 2 階︓45 年、耐火造︓70 年 

改善 全面的改善 ・以下の事項を全て含み、住⼾については、躯体を残して全面的⼜はそれに準ずる改善を⾏うもの 

1．住⼾改善（居住性向上、高齢者対応、子育て世帯対応） 

2．共⽤部分改善（高齢者対応、安全性確保） 

3．屋外・外構部分（高齢者対応） 

・標準管理期間 改善後 30 年 

以上 

個別改善 ・公営住宅の質の向上のために、以下の項目について改善を⾏うもの 

1．規模増改善（2 ⼾を１⼾⼜は 3 ⼾を 1 ⼾、増築） 

2．住⼾改善 

a．居住性向上（設備改修等） 

b．高齢者対応（間取り変更、段差解消、断熱性向上、高齢者対応建具の設置、手摺設
置、情報化対応） 

c．安全性確保（避難経路確保、不燃化等） 

3．共⽤部分改善 

a．居住性向上（設備改修等） 

b．高齢者対応（段差解消、断熱性向上、手摺設置、情報化対応、エレベーター設置 等） 

c．安全性確保（耐震改善、外壁落下防止改修、防火区画、避難設備設置 等） 

d．住環境向上（景観の向上等） 

4．屋外・外構改善 

a．居住性向上（設備改修等） 

b．高齢者対応（段差解消、幅員確保、情報化対応等） 

c．安全性確保（屋外消火栓設置） 

d．住環境向上（共同施設改善、景観の向上等） 

・標準管理期間 改善後 10 年以上 

維持管理 ・公営住宅の効⽤を維持するために⾏う維持保守点検、経常修繕（経常的に必要となる小規
模修繕）、計画修繕（修繕周期等に基づき計画的に実施すべき大規模修繕）等 

⽤途廃止 ・以下の場合に公営住宅としての⽤途を廃止すること。 

1．公営住宅⼜は共同施設が災害その他の特別の事由により、これを引き続き管理することが不
適当であると認める場合 

2．耐⽤年限を勘案して国⼟交通大⾂の定める期間を経過した場合 

3．国⼟交通大⾂の承認を得た建替計画にかかる公営住宅建替事業の施⾏のため必要がある
場合 
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４－４ 事業手法の選定フロー 

選定の手順は、１次判定として団地単位の立地条件による判定、２次判定として住棟単位の技術的条

件による判定を行い、１次判定で用途廃止団地を抽出し、２次判定で建替団地及び改善・維持管理団地

を抽出する。 

更に３次判定では、１次判定と２次判定の結果を踏まえ、地域内のバランスや地域間のバランス等を

考慮し、最終判定を行う。 

事業手法の選定は、次に示す手順により行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【１次判定】（団地単位の⽴地条件による判定） 
需要、敷地条件、⽴地条件等を総合的に評価し、団地別に⽤途廃止等の事業手法を判定する（継続判定とす
るケースあり）。 

【２次判定】（住棟単位の技術的条件による判定） 
１次判定の結果、継続判定とした団地の住棟を対象に、技術的検討を⾏い、当該住棟の事業手法を検討する。 
また、技術的検討において維持管理とした住棟を対象に、次の項目をもとに⻑寿命化型改善の必要性を検討し、
適⽤候補を判定する。 
・ 建設後の経過年数及び今後利⽤可能な期間（耐⽤年限考慮） 
・ 耐久性及び維持管理の容易性等の向上の必要性 
・ 予防保全的な改善の必要性 
・ 他の修繕、改善⼯事と合わせた効率性 

【３次判定】（団地単位の総合的検討） 
１次判定及び２次判定の結果を踏まえ、団地単位⼜は団地の一部を対象に次の項目について総合的検討を⾏
い、最終的な住棟別の事業手法を選定する。 
団地単位⼜は地域単位での効率的な整備 
・ まちづくりの観点から⾒た地域整備への貢献 
・ 周辺道路の整備状況、仮住居の確保等から⾒た事業の容易性 
・ 他の事業主体との連携による一体的整備 
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図 4-1.ストック活用判定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②-２住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性 
②１次判定︓団地の管理方針と住宅改善の必要性・可能性に基づく団地・住棟の事業手法の仮設定 
 
 
 
 
 
 
 

         ②-２ 
②-１ 改善不要 改善が必要 

優先的な対応が必要 
（改善可能） 

優先的な対応が必要 
（改善不可能） 

継続管理する団地 維持管理 改善、または建替 
優先的な改善、 

または優先的な建替 優先的な建替 

継続管理について 
判断を保留する団地 

維持管理 
または⽤途廃止 

改善、建替 
または⽤途廃止 

優先的な改善、 
優先的な建替 

優先的な⽤途廃止 

優先的な建替 
または 

優先的な⽤途廃止 

躯体・避難の 
安全性に係る改善 

の必要性 

躯体・避難の 
安全性に係る改善 

の可能性 

居住性に係る 
改善の必要性 

①公営住宅等の需要の⾒通しに基づく将来のストック量の推計【中⻑期】 

②-１団地敷地の現在の⽴地環境等の社
会的特性を踏まえた管理方針 

ⅰ）〜ⅲ） 
全てが活⽤ 
に適する 左記以外 

不要 

必要 可能 不可能 

必要 
居住性に係る 

評価項目の決定 

不要 

③２次判定︓１次判定において事業手法・管理方針の判断を留保した団地・住棟の事業手法の仮設定 
 
 
 

 
          改善不要 改善が必要 優先的な対応が必要 

（改善可能） 
優先的な対応が必要 
（改善不可能） 

継続管理する団地 維持管理 改善 建替 優先的な 
改善 

優先的な 
建替 優先的な建替 

当面管理する団地 
(建替を前提としない) 

当面 
維持 
管理 

⽤途 
廃止 

改善し
当面維
持管理 

⽤途 
廃止 

優先的に
改善し当面
維持管理 

優先的な 
⽤途廃止 優先的な⽤途廃止 

【Ａグループ】 
③-1 LCC 比較や当面の建替事業量の試算を踏まえた事
業手法の仮設定 
・改善事業と建替事業の LCC 比較や、計画期間内の建
替事業量の試算を踏まえ、改善か建替かを仮設定する。 

【B グループ】 
③-2 将来のストック量を踏まえた事業手法の仮設定 
・将来のストック量推計を踏まえ、「継続管理する団地」⼜は
「当面管理する団地（建替を前提としない）」の判定を⾏
い、事業手法を仮設定する。新規整備の検討も⾏う。 

③-１ 
③-2 

新規 
整備 

④３次判定︓計画期間における事業手法の決定 
 
 
 
 
 

④-１集約・再編等の可能性を踏まえた団
地・住棟の事業手法の再判定 

・集約や再編等の検討対象となり得る団地や、異なる事
業手法に判定された住棟が混在する団地等は、効率
的な事業実施のため、必要に応じて建替や改善等の事
業手法を再判定する。 

・あわせて、効率的な事業実施や地域ニーズへの対応等
の観点から総合的な検討を⾏う。 

④-２事業費の試算及び事業実施時期の調整検討 
 ■ 事業費の試算 
・中⻑期的な期間（30 年程度）のうちに想定される新規整備、改善、建替等に係る
年度別事業費を試算する。 

問題なし 問題あり 

■ 事業実施時期の調整 
・事業費が時期的に偏在する等、試算結果に問題がある場合は、事業実施
時期を調整して改めて試算し、問題がないか確認を⾏う。 

事業実施時期の決定 及び 年度別事業費の試算 

④-3 ⻑期的な管理の⾒通しの作成【30 年程度】 
全団地・住棟の供⽤期間、事業実施時期等を示した概ね 30 年程度の⻑期的な管理の⾒通しを作成する。 

④-4 計画期間における事業手法の決定 
・⻑期的な管理の⾒通しに基づき、計画期間（10 年以上）内における最終的な事業手法を決定する。 
・改善を実施する住棟は、住棟の物理的特性等を踏まえ、全面的改善か個別改善かを決定する。 
・計画期間内の事業予定を、公営住宅等ストックの事業手法別⼾数表及び様式１〜３として整理する。 

資料：国土交通省住宅局「公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定）」平成 28 年 8月 

ⅰ）需要 
ⅱ）効率性 
ⅲ）⽴地 
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４－５ 各団地・住棟ストックの事業手法の選定結果 

計画期間内における団地別・住棟別に事業手法を選定した結果を以下に示す。 

長寿命化のための計画修繕対応戸数は計画期間内で 344 戸、用途廃止予定戸数は 230 戸とする。 

計画期間末の管理戸数は 384 戸とする。 

新規整備事業や建替事業は計画期間内では予定しない。 

 

表 4-4. 各団地・住棟ストックの事業手法の選定結果 

1〜5年目 6〜10年目 合計 計画期間末
（前期） （後期） の管理⼾数

公営住宅等管理⼾数 614 557 － 384

新規整備事業予定⼾数 0 0 0 0

維持管理予定⼾数 557 384 － 384

うち計画修繕対応⼾数 251 93 344 344

うち改善事業予定⼾数 0 0 0 0

個別改善事業予定⼾数 0 0 0 0

うちその他⼾数 306 291 － 40

建替事業予定⼾数 0 0 0 0

⽤途廃止予定⼾数 57 173 230 －

　　　　　　　　　　　　　　　　計画期間
手法

 

表 4-5. 団地毎の事業手法の選定結果 

団地名 構造 ⼾数 事業手法 備考
出の洞 木造 4 ⽤途廃止 後期に実施
橋詰 簡平 8 ⽤途廃止 前期に実施

高尾 木造
簡平

36 ⽤途廃止 前期24⼾実施
後期12⼾実施

中村 木造 10 ⽤途廃止 前期9⼾実施
後期1⼾実施

小萩 簡平 16 ⽤途廃止 前期に実施
富⼠⾒ヶ丘 簡平 54 ⽤途廃止 後期に実施
上ノ原 簡二 102 ⽤途廃止 後期に実施
学ヶ丘 中耐 35 計画修繕 後期に実施
堂前 中耐 18 計画修繕 後期に実施
中村A 中耐 24 計画修繕 前期に実施
高尾T 中耐 24 計画修繕 前期に実施

小萩K 中耐 64
計画修繕
維持管理

後期に24⼾のみ実施
残る40⼾は計画期間以降
に実施予定

中村C 中耐 42 計画修繕 前期に実施
田中線 中耐 16 計画修繕 後期に実施
加茂A 高層 100 計画修繕 前期に実施
加茂B 高層 61 計画修繕 前期に実施  
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第５章 市営住宅における事業実施方針 
 

５－１ 点検の実施方針 

 
点検は必要となる修繕の内容や時期を把握するため、以下の方針に基づいて進める。 

 
１ 点検の実施方針 

 

・建築基準法に基づく法定点検が必要な団地はないが、住宅監理員による巡回および職員による団地

への訪問等の機会を活用して、外観目視により建物の点検・把握を行う。 

・点検項目については「公営住宅等日常点検マニュアル（国土交通省住宅局住宅総合整備課平成 28 年

8 月）」を参考とする。 

・法定点検の点検項目にないものの公営住宅等の適切な維持管理のために状況を把握することが必要

な箇所について点検を行う。 

・日常点検の結果、不具合等があることが判明した場合は、技術者に将来調査を依頼する等の適切な対

応を行う。 

 
２ 点検結果のデータベース化 

 

・日常点検、入退去時に伴う住戸内部の点検結果については、データベースに記録し、修繕・維持管

理の的確な実施や次回の点検に役立てる。 

 

５－２ 計画修繕の実施方針 

 
計画期間内に実施する修繕管理・改善事業の内容を以下に示す。 

（福祉対応型） 

・引き続き活用を図る昭和 40～50 年代のストックについて、高齢者等が安全・安心して居住できるよ

う、住戸、共用部、屋外のバリアフリー化等を進める。 

【実施内容】浴室やトイレなどへの手摺の設置による高齢者対応 等 

（安全性確保型） 

・防犯性や落下・転倒防止など生活事故防止に配慮した改善を行う。 

【実施内容】外壁の落下防止改修、バルコニー等手摺の改善等 

（長寿命化型） 

・一定の居住性や安全性等が確保されており長期的な活用を図るべき住棟において、耐久性の向上や、

躯体への影響の低減、維持管理の容易性向上の観点から予防保全的な改善を行う。 

【実施内容】外壁仕上げの耐久性向上、屋上防水の耐久性向上、給排水管の耐久性向上 

５－３ 長寿命化のための事業実施予定一覧 

長寿命化を図る団地は、次の表に従い年度ごとに長寿命化のための事業を実施する。 
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岡谷市営住宅⻑寿命化計画 

    ■発⾏年月 ／ 2019 年 3 月 

         2019 年 12 月改正 

2023 年 2 月改正 

2023 年 12 月改正 

    ■発   ⾏ ／ 岡谷市 

    ■編   集 ／ 岡谷市建設水道部都市計画課 


